
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ
ニュ
ー①

メ
ニュ
ー②

事業内容 事業費

備
考

（円）

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

北茨
城市

常陸
農業
協同
組合

土地
利用
型作
物

（稲
(新規
需要
米を
除

く)）

事業実
施区に
おける
下位等
級指数
を50％
削減

下位等
級指数
5.6％

－
（H30
年度）

－
（R1年
度）

下位等
級指数
0％

(0t/40
t)

下位
等級
指数
2.8％

(8t/2
84t)

200%

下位等
級指数
0％（1
等級比
率
100％）
を達成

麦

事業実
施にお
ける水
稲作付
面積の
うち新
規需要
米が占
める面
積割合
を40.9%
増加

水稲作
付面積
のうち
新規需
要米が
占める
割合

14.3％

(6ha/4
2ha)

－
（H30
年度）

－
（R1年
度）

水稲作
付面積
のうち
新規需
要米が
占める
割合

34.0％

(15.7h
a/46.2
ha）

水稲
作付
面積
のう
ち新
規需
要米
が占
める
割合
55.2
％

(69ha
/125h
a)

48.2%

目標達
成まで
は至ら
なかっ
たが、
水稲作
付面積
に占め
る新規
需要米
の割合
を向上
させる
ことが
でき
た。

・建屋600㎡,30石
乾燥機8機、籾摺機
2機,色彩選別機,フ
レコン及び30㎏個
袋計量器等一式

376,790,400 157,970,000 218,820,400 令和2年3月13日

事業完了が左記
のとおりであっ
たため、令和２
年産より目標達
成に取組むこと
となり、新規需
要米の面積拡大
目標については
未達成となっ

た。今後は施設
の優位性を活か
し、新規需要米
の面積拡大を推

進する。

未達成目標（新
規需要米が占め
る面積の増加）
の改善のため、
当該施設未利用
者（特に大規模
農家）に対して
優位性を踏まえ
たうえで、利用
を促すように指
導している。ま
た、飼料用米作
付け予定者に対
し、生産予定数
量通知書を送付
する際に、当該
施設の利用を促
す文書を同封す
る等の推進に取
り組んでいる。

高萩
市

株式
会社
愛

テッ
ク

ファ
ーム

野菜
(ﾘｰﾌﾚ
ﾀｽ)

【野
菜】
(契約取
引割合
当該品
目の全
出荷量
に占め
る契約
取引の
割合が
50％以
上)

0％
(H29年
度)

0t/0t

0％
(H30年
度)

0t/0t

89.3%

50万株
/56万
株

98.8%

161万
株/163
万株

50％
以上
(R2年
度)

74万
株

/147
万株

197.6%

契約先
である
ｽｰﾊﾟｰや
量販店
の需要
増加へ
対応し
て商品
を納入

野菜
(ﾘｰﾌﾚ
ﾀｽ)

【野
菜】
(加工・
外中食
割合)
当該品
目の全
出荷量
に占め
る加工
向け又
は外
食・中
食向け
の割合

0％
(H29年
度)

0t/0t

0％
(H30年
度)

0t/0t

8.9%

5万株
/56万
株

1.2%

2万株
/163万

株

20％
以上
(R2年
度)

29万
株

/147
万株

6%

ｺﾛﾅ禍に
よる外
食等の
需要減
少に対
応し

て、ｽｰ
ﾊﾟｰや量
販店を
中心と
した出
荷体制
を継続

中

・低ｺｽﾄ耐候性ﾊｳｽ
15連棟5,180㎡
・複合環境制御装
置、養液栽培装置
等一式
・年間生産量174ﾄﾝ

278,357,472 125,609,000 152,748,472 平成31年3月25日

①令和2年9月に
JGAP認証取得
②ｺﾛﾅ禍による
ｽｰﾊﾟｰや外食等
に対する需要の
変化に応じて事
業を実施するこ
とができている

栽培施設は順調
に稼働し生産量
は増加している
が、新型コロナ
ウイルス感染拡
大の影響で外食
等の需要が減少
しているため、
スーパーや量販
店の需要増に対
応した出荷体制
を継続してい
る。
引き続き、新型
コロナの収束後
を想定したマー
ケットの分析や
情報収集を徹底
し、外食等の需
要の変化に対応
した出荷体制を
迅速に構築でき
るよう、成果目
標の達成に努め
る。

稲敷
郡美
浦村

株式
会社
一農

野菜
(ミニ
トマ
ト)

全量出
荷に占
める契
約取引
の割合
100％

― ―

87.8％
(25.8t
/29.4t

)

79.3％
(34.9t
/44.0t

)

100%
89.9
ｔ

79.3%

契約取
引の取
引量は
新規増
加、出
荷量全
体は順
調に推
移。

野菜
(ミニ
トマ
ト)

上位規
格品の
割合：
出荷量
の75％

― ―

87.8％
(25.8t
/29.4t

)

79.3％
(34.9t
/44.0t

)

75%
(67.4

t
/89.9
t)

105.7%

契約取
引の取
引量は
新規増
加、出
荷量全
体は順
調に推
移。

・ハウスＡ棟(鉄骨
造)
・ハウスＢ棟(鉄骨
造)
・機械棟
・重油暖房機
・循環扇
・減速機
・複合環境制御盤

402,840,000 179,975,000 222,865,000 平成31年3月15日

今期は秋冬高糖
度トマトの栽培
に注力し、結果
として新規取引
先の増加につな
がった。
上位規格品の割
合向上に注力
し、そちらの目
標は達成できた
が、契取引率に
ついては達成出
来なかった。
引き続き技術向
上と契約取引の
拡大に努めた
い。

上位規格品の割
合向上を目指
し、上位規格品
の割合は目標達
成したものの、
契約取引の割合
は達成すること
が出来なかっ
た。
目標に向け努力
する様子は見受
けられるため、
今後も達成に向
け技術向上等に
努めてほしい。

総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の２の（２）のアの（ア）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

完了年月日

達成率

目標
値

（令
和２
年）

（都道府県名：茨城県　　令和３年度）

（工種、施設区
分、構造、規格、

能力等）目標
値

（令
和２
年）

１年後
（平成
30年）

事業
実施
主体
名

（対
象作
物・
畜種
等

名）
①

２年後
（令和
元年）

負担区分（円）

（対
象作
物・
畜種
等

名）
②

３年後
（令和
２年）

成果目
標の具
体的な
実績②

都道府県の評価

計画時
（平成
29年）

成果目
標の具
体的な
内容②

達成率

事業実施主体の
評価

計画時
（平成
29年）

事業実施後の状況①

都道府県平
均達成率

市町
村名

類
別

類
別 ２年後

（令和
元年）

事業実施後の状況②

３年後
（令和
２年）

１年後
（平成
30年）

達成率が低い事業について、愛テックファームは、コロナウイルスの影響により外食・中食向けの需要量が減少したことが原因であるため、感染状況が改善された際には達成率も改善が見込まれる。
また、JA常陸については、飼料用米作付予定者に対して施設利用を促す文書を送付するなど達成率改善に向けた動きが見られるため、達成率向上が期待できると思われる。

成果目
標の具
体的な
実績①

72.3%

成果目
標の具
体的な
内容①
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